
施策評価表（2８年度実績評価と３０年度方針）
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（11-02）親と子
の健康の確保及
び増進

・出産や子育ての不安解消、孤立化防止のため、情報の提供や事業を通じて交流の機会を設け保護者の仲間づくりを支援すると
ともに、相談窓口の強化を図り、妊娠期からの切れ目ない支援を充実する。
・地域で安心して子どもを産み育てることができるように、子どもと保護者の心身の健康を維持・増進を図るため、育児不安などによ
りフォローが必要な母親に対しては、関係機関・関係部署との連携を図り、支援する。
・母子手帳の交付や両親学級、乳幼児健康診査など各種健診、育児相談などの母子保健サービスの向上に努める。

子育てがしやすい環境が整っていると感じている市民
の割合

50.1 46.6 43.3

２　施策の成果指標と実績

成果指標 26年度実績 27年度実績

１　施策の概要（第４次長期総合計画（後期：２８年度～３２年度）に掲げる事項）

NO、施策名 11
子どもが健やかに生まれ育つことへの
支援

上位政策 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施策統括課
（課長名）

児童青少年課長（田中　潤） 関連課 健康課、子育て支援課、児童青少年課、図書館

関連する
個別計画等

東久留米市子ども・子育て支援事業計画、
東久留米市母子保健計画

予定計画
事業

子ども・子育て支援事業計画の推進、待機児童解消に向けた保育サービスの拡
充、市立保育園の民間化に向けた取り組み、さいわい保育園の民営化、しんかわ
保育園の民間化、児童館の整備、相談機能・児童虐待への対応

施策に対する
基本的な考え方
（第４次長期
総合計画より）

・だれもが安心して子どもを産み育てることができ、子ども自身ものびのびと健やかに成長することができる環境づくり
を進める。
・関連機関との連携のもと、子育て家庭が必要とする保育や、子育てに関する情報、サービスの提供を進めるととも
に、地域社会において、子どもたちの健全育成を支える基盤の充実を図る。

基本事業名 第４次長期総合計画における方向性

（11-01）保育
サービスの充実

・子どもや子育てをめぐる大きな環境変化を踏まえ、利用しやすい子育て支援サービスを提供していくとともに、民間から供給される
サービスを活かしながら、待機児童解消や保育サービスの拡充を図る。
・子ども・子育て支援新制度で創設された小規模保育事業、家庭的保育事業などの地域型保育事業の整備や幼稚園の認定こども
園への移行の推進に努める。
・子育て支援サービスの量を拡充するとともに質の向上をめざす「子ども・子育て支援新制度」の普及に努める。
・学童保育所の施設・整備、機能の充実に努める。

28年度実績

（11-05）支えが
必要な子どもと
家庭への取り組
み

・保護者が経済的に困窮し、子育てに向ける心のゆとりを持てない家庭のために就業と子育てを両立させていくための支援に努め
る。 ひとり親家庭などに対する経済的な負担軽減や生活支援、相談活動など、自立に向けた支援をしていく。

談機関への引き継ぎに努める。

況に応じた総合的な就労支援に努める。

保育所の待機児童数（４月１日現在） 84 87 92

乳幼児健診の受診率（３～４か月児、１歳６か月児、３
歳児）

96.4 96.1 97.1

地区青少協のイベントに参加した青少年の延べ人数 9474 8594 11,381

青少年の健全育成に関心をもっている市民の割合 73.9 72 71.8

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 26年度実績 27年度実績 28年度実績

本施策を構成する事務事業数 56 59 57

7,741,303 7,972,623

事業費（内書き） 6,357,709 6,724,201 6,936,652

人件費（内書き） 1,246,697 1,017,102 1,035,971

（11-03）子育て
家庭の経済的負
担の軽減

どの制度を通じ、子育て家庭における経済的負担の軽減を図る。

つ情報提供や適切な相談窓口に引き継ぐ機能を充実させる。

（11-04）家庭・地
域における子育
て支援

育成協議会による児童の健全育成の活動を支援する。
・市内各保育所における育児相談、園庭開放、異年齢児・世代間・地域交流行事など事業の充実に努め、地域の子育て力向上を図る。
・児童館は、子育て家庭の支援や児童虐待防止の対応など、子ども家庭支援センターなど関係機関との連携に努める。
・子ども家庭支援センターは、総合マネジメント機関として、総合相談や情報提供、ネットワークの構築と要支援家庭サポートなど機能を充実する。
・地域子育て支援センターを子育て親子の交流を促進する支援拠点とし、子育てに関する情報提供、相談支援を充実する。
・子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、計画的に推進される支援事業、子育て支援機能、ＮＰＯや子育てサークルなどの充実に努める。
・子育て中の親子や妊婦などが事業のなかから必要な支援を選択して円滑に利用できるように情報提供、相談・援助を行う。

トータルコスト 7,604,406



施策評価表（2８年度実績評価と３０年度方針）

・保育園の保育需要は、保護者の就労状況などにより多様なニーズが発生する。これらの保育・子育て支援の需要に
柔軟に対応できるよう施設整備などを推進させ、保育サービスの提供体制の確保を進める。
・学童保育は、特別教室等の活用を推進し、待機児童の解消を図るとともに、入所希望者の動向に応じた提供方法に
努める。
・子どもの居場所づくりを進めるため、児童館、学校、公園等の公共施設を活用して子どもたちが安全に過ごせる場所
の確保を図る。
・親と子の健康の確保と増進を図るため、妊娠中や出産後のほか、乳幼児期の健康や育児に関して保護者の不安を
解消するとともに、子どもの健全な発達に向けて相談や指導、親同士の交流の機会などを充実させる。

６　30年度の施策の位置づけ 重点施策

５　30年度に向けた施策方針

01

05

・保育園の待機児童は、平成２８年度中（平成２９年度当初まで）に１５７名
の定員拡大を行ったが、待機児童の解消には至っていない。
・市立保育園の民間化（民営化）については、さいわい保育園の民営化園
を平成２９年４月に開所するとともに、引継業務に取り組んだ。しんかわ保
育園の民間化は、保護者に説明する機会を設けられるよう働きかけてい
る。
・学童保育所は平成２８年度末時点で待機児童が発生していた。待機児
童解消のため、定員の弾力化を実施し、さらに第六小地区で保育スペー
スの拡大（特別教室等の活用）を実施した。

・家庭内の悩みや問題を的確に把握し、関係機関との連携のもと
個々の家庭の状況に応じた情報提供を行う。適切な相談機関へ
の引き継ぎに努める必要がある。ひとり親家庭などに対する経済
的な負担軽減や生活支援など支援を充実する必要がある。
・教育訓練給付金事業、高等職業訓練促進給付金事業などの実
施に加え、関係機関と連携し、個々の家庭の状況に応じた総合的
な就労支援に努める必要がある。
・子ども家庭支援センターは、児童虐待が増加する中、職員体制
の強化、迅速な対応などの体制強化が求められている。

・保護者の子育ての悩みや不安について、個々の家庭の状況に
応じた情報提供と相談活動を行う。プライバシー等に配慮し、適切
な相談機関へ引き継ぐ。
・ひとり親家庭などに対する経済的な負担軽減や生活支援など支
援していく。教育訓練給付金事業などの実施について、関係機関
と連携し家庭の状況に応じた就労支援を適切に行う。
・子ども家庭支援センターは、児童虐待が増加に応じた職員体制
の強化や迅速な対応などに努める。

02

04

・すべて子育て家庭を対象に、地域のニーズに応じた様々な地域子ども・
子育て支援事業（利用者支援、一時預かり、病児保育等）を実施する。ま
た、保育施設において園庭開放等の地域活動事業を行い、各家庭の子
育てを支援する必要がある。
・青少年問題協議会を開催し、青少年に関する情報共有を行った。
・児童館に関しては、平成３０年４月の新児童館の開館に向けて、施設解
体を実施し、児童館新設工事実施設計を行った。また、児童館事業とし
て、移動児童館を実施した。
・児童の居場所づくり事業については、市内４箇所の既存の公共施設等を
活用して、地域の子ども達に健全な遊びを提供した。

・地域子ども・子育て支援事業等は、地域のニーズを充足できるよう充実を図る。保育
施設も地域活動事業により地域の子育て家庭を支援していく。
・家庭、地域、学校、行政が協力・連携し、身近な地域で子育てを支える環境整備に
努める。中学校地区青少年健全育成協議会による児童の健全育成のための活動を
支援する。青少年問題協議会運営事業は、協議会を開催し、子どもから若者に係る
諸問題の現状の把握等を図り、今後の方針を検討していく。
・子どもセンターひばり・けやき児童館と旧大道幼稚園跡地に平成３０年４月に開館す
る新児童館は、指定管理者制度を通じて適切な管理運営業務を実施していく。中央
児童館は大規模改修工事を行い、３１年１月から指定管理者制度を導入する。
・児童の居場所づくり事業は、既存の公共施設等を活用し、子育て支援機能を充実さ
せ、地域の子ども達に健全な遊びを提供していく。

・保育園について、待機児童の解消に向け定員を拡大していくた
め、引き続き各種施設整備に努めていく。
・市立保育園の民間化について、しんかわ保育園以外の公設公
営の園については、今後も民間化の可能性について検討してい
く。
・学童保育事業について、子ども・子育て支援事業計画に基づ
き、利用状況を踏まえ、保育の質を確保しながら保育スペースの
拡大（特別教室等の活用）についても検討及び実施していく。

 ・育児不安、家庭環境の問題、保護者の精神疾患や虐待等でフォローが必要
な家庭が増加している。
・乳幼児健診は９７．１%と高い受診率を維持しているが、一定数未受診もある。
未受診理由としては、多忙やかかりつけ医で受診中など多いが、中には虐待が
疑われることもあり、関係機関とも連携しながら未受診者フォローを継続していく
必要がある。育児不安の軽減や孤立化防止を目的に、妊娠・出産・子育て情
報を携帯メールで配信する「子育て応援メール配信事業」を実施しており、利
用者からは好評である。
・健康課窓口で妊娠届出をした方には保健師による面接を行っている（妊婦全
体の２割）が、市民課等窓口では面接が実施できていない。ハイリスク妊婦を早
期から把握し支援できるような体制づくりが課題である。

・妊婦に保健師等専門職が全数面接できるような体制づくりを構築する。
妊娠期より支援が必要なハイリスク妊婦を把握し、早期より必要な支援の
実施、関係機関と連携し、継続支援を行い、妊娠期からの切れ目ない支
援を充実する。
・乳幼児健診の未受診者の背景には、虐待や家族問題が存在することも
少なくないため、関係機関とも連携し未受診者フォローの充実に努める。
・新生児訪問、乳幼児健診等で事後フォローが必要な母子や多問題家
族、虐待等が増加しているため、継続支援を充実するとともに、関係機関・
関係部署とも連携を図り支援していく。

４　基本事業について

現状と課題

03

・私立幼稚園及び認可外保育施設に通園する保護者の負
担を軽減することを目的とし、各々の補助、貸付、助成事業
を実施している。
・児童の養育者への経済的支援を行う児童手当、児童育成
手当、児童扶養手当の受給者数は横ばいで推移している。

・私立幼稚園にかかる補助、貸付事業、認可外保育施設に
かかる助成事業とも引き続き実施していく。
・児童の養育者への経済的支援を行う児童手当、児童扶養
手当は、国の制度変化に着実に対応して支給を行う。

30年度に向けた方向性


